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1．当四半期決算に関する定性的情報 

(1)経営成績に関する説明 

当第 1 四半期連結累計期間(以下、「当期」といいます。)の損益状況については、経常収益は前

年同期比 18 億 34 百万円減少し、94 億 27 百万円となりました。うち資金運用収益が 75 億 36 百万

円、役務取引等収益が 7億 40 百万円、その他業務収益が 1億 57 百万円、その他経常収益が 9億 93

百万円となりました。 

一方、経常費用は前年同期比 6億 68 百万円増加し、81 億 86 百万円となりました。うち資金調達

費用が 4億 40 百万円、役務取引等費用が 4億 45 百万円、その他業務費用が 8百万円、営業経費が

59 億 37 百万円、その他経常費用が 13 億 54 百万円となりました。 

  以上により、当期は、経常利益は前年同期比 25 億 2 百万円減少して、12 億 40 百万円、四半期純

利益は前年同期比 9億 13 百万円減少して、11 億 77 百万円となりました。 

(2)財政状態に関する説明 

預金等（譲渡性預金含む）は当期中 339 億円増加し、1 兆 8,573 億円となりました。一方、貸出

金は当期中 138 億円増加し、1兆 4,873 億円となりました。 

有価証券は、当期中 247 億円増加し、3,994 億円となりました。 

総資産は、当期中 463 億円増加し、2兆 71 億円となりました。 

(3)連結業績予想などの将来予測情報に関する説明 

平成 26 年 5 月 15 日に公表いたしました業績予想に変更はありません。 

２．サマリー情報(注記事項)に関する事項 

(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 

該当事項はありません。 

（連結の範囲の重要な変更） 

平成 26 年 4 月 1 日付で、東日本オフィスサービス株式会社は、東日本ビジネスサービス株式会

社を存続会社として合併し、当第 1四半期連結会計期間より、連結子会社は 4社から 3社に減少し

ております。 

(2)四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

該当事項はありません。 

(3)会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

（会計方針の変更） 

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第 26 号 平成 24 年 5 月 17 日。以下、「退職給付

会計基準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 25

号 平成 24 年 5 月 17 日。以下、「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第 35 項本

文及び退職給付適用指針第 67項本文に掲げられた定めについて当第1四半期連結会計期間より適

用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間定

額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法についても従業員の平均残存

勤務期間に近似した年数に基づく割引率から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの

金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しております。 

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第 37 項に定める経過的な取扱いに従

って、当第 1 四半期連結会計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更

に伴う影響額を利益剰余金に加減しております。 

この結果、当第 1四半期連結会計期間の期首の退職給付に係る負債が 72 百万円減少し、利益剰

余金が 46 百万円増加しております。なお、当第 1四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微

であります。 
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(3)継続企業の前提に関する注記 

   該当事項はありません。 

 

(4)株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記 

該当事項はありません。 
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平成 27 年 3 月期 第 1 四半期決算説明資料 

 

1.損益の概況(単体) 
(単位:百万円) 

 
 

平成 27 年 3 月期

第 1 四 半 期

平成 26 年 3 月期 

第 1 四 半 期 

 ( 参 考 )

平成 26 年 3 月期

業 務 粗 利 益  7,425 

7,430 

7,772 

7,572 

 32,935 

31,518 (除く国債等債券損益(5 勘定尻))  

 資 金 利 益  7,089 7,134  29,642 

役 務 取 引 等 利 益  288 407  1,722 

そ の 他 業 務 利 益 

(うち国債等債券損益(5勘定尻)) 
 

46 

△5 

230 

199 

 1,570 

1,417 

経 費 ( 除 く 臨 時 処 理 分 ) (△) 5,768 5,716  22,975 

 人 件 費 (△) 3,110 3,088  12,470 

物 件 費 (△) 2,368 2,378  9,401 

税 金 (△) 289 249  1,103 

業務純益(一般貸倒引当金繰入前)  1,656 2,055  9,959 

 除 く 国 債 等 債 券 損 益  1,661 1,856  8,542 

一 般 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 (△) △295 △38  △189 

業 務 純 益  1,951 2,094  10,149 

臨 時 損 益  △754 1,600  △319 

 不 良 債 権 処 理 額 (△) 1,633 600  2,876 

株 式 等 関 係 損 益  946 2,230  2,264 

経 常 利 益  1,197 3,694  9,830 

特 別 損 益  △0 △9  △132 

四 半 期 ( 当 期 ) 純 利 益  1,144 2,056  5,457 

(注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 

 

2.金融再生法に基づく開示債権(単体) 
                                (単位:百万円)   (参考)  (単位:百万円) 

債 権 区 分 平成 26 年 6 月末 平成 25 年 6 月末  平成 26 年 3 月末 

破 産 更 生 債 権 及 び 

こ れ ら に 準 ず る 債 権 
8,046 11,050  5,104 

危 険 債 権 18,145 17,783  19,786 

要 管 理 債 権 7,040 11,255  11,501 

合 計 33,231 40,089  36,392 

正 常 債 権 1,457,684 1,405,324  1,440,696 

総与信に占める開示債権額の割合 2.22% 2.77%  2.46% 

部分直接償却を実施した場合の割合 1.94% 2.36%  2.31% 

(注)上記の計数は、「金融機能の再生のための緊急措置に関する法律施行規則」第 4条に規定する各債権のカ

テゴリーにより分類しております。 
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3.自己資本比率（国内基準、速報値） 

 

（単体）                                          （単位：百万円） 

 平成 26 年 6 月末 平成 26 年 3 月末 

自 己 資 本 比 率 9.09% 9.31%

自 己 資 本 の 額 108,933 108,018

リ ス ク ・ ア セ ッ ト 等 1,197,884 1,160,190

総 所 要 自 己 資 本 額 47,915 46,407

（注）「総所要自己資本額」は、リスク・アセット等に 4％を乗じた額となります。 

 

（連結）                                          （単位：百万円） 

 平成 26 年 6 月末 平成 26 年 3 月末 

自 己 資 本 比 率 9.10% 9.32%

自 己 資 本 の 額 109,281 108,332

リ ス ク ・ ア セ ッ ト 等 1,199,720 1,162,258

総 所 要 自 己 資 本 額 47,988 46,490

（注）「総所要自己資本額」は、リスク・アセット等に 4％を乗じた額となります。 

 

4.時価のある有価証券の評価差額(単体) 

 

（1）満期保有目的の債券 

   該当事項はありません。 

 

（2）その他有価証券 
    (単位：百万円) 

 平成26年6月末 平成25年6月末 

時 価
評価差額 

時 価 
評価差額 

 うち益 うち損  うち益 うち損 

その他有価証券 398,227 10,750 10,860 109 388,130 4,512 6,149 1,637

 株 式 10,301 2,617 2,644 27 7,352 1,637 1,747 110

 債 券 284,816 2,559 2,564 5 316,680 2,636 3,191 554

 そ の 他 103,109 5,574 5,651 76 64,096 237 1,210 972
 

(参考)                           (単位：百万円) 

 平成26年3月末 

時 価 
評価差額 

 うち益 うち損 

その他有価証券 373,489 8,068 8,441 372

 株 式 9,855 2,170 2,289 118

 債 券 280,194 2,375 2,418 43

 そ の 他 83,440 3,523 3,733 209
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5.デリバティブ取引(単体) 

 

(1)金利関連取引 
(単位：百万円)  (参考)       (単位：百万円) 

区
分 

種類 
平成 26 年 6 月末 平成 25 年 6 月末 平成 26 年 3 月末 

契約額等 時価 評価損益 契約額等 時価 評価損益 契約額等 時価 評価損益

店
頭 

金利スワップ － － － 24 △0 △0 － － －

(注)ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、上記記載から除いております。 
 

(2)通貨関連取引 
(単位：百万円)   (参考)       (単位：百万円) 

区
分

種類 
平成 26 年 6 月末 平成 25 年 6 月末 平成 26 年 3 月末 

契約額等 時価 評価損益 契約額等 時価 評価損益 契約額等 時価 評価損益

店
頭

為 替 予 約 7,602 26 26 3,537 12 12 6,908 18 18

(注)ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、上記記載から除いております。 

 

(3)株式関連取引、債券関連取引、商品関連取引、クレジットデリバティブ取引 

該当事項はありません。 

 

6.預金・貸出金の残高(単体) 

 
(単位：百万円)    (参考)     (単位：百万円) 

 平成26年6月末 平成25年6月末 平成26 年3月末 

預     金  (末残) 1,831,016 1,722,205 1,781,089

譲 渡 性 預 金 (末残) 27,900 66,901 43,865

貸 出 金 (末残) 1,487,840 1,441,251 1,473,922

 

以 上 
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